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家政学原論・家庭経営・家庭経済・家族関係

　　海外派遣勤務者の配偶者の生活と意m―クアラルンプールでの1993年m査を基に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東学院大学（非）三善勝代

　【目的】近年、企業経営の国際化に伴い、海外勤務者が増えている。勤務地の変更は、

国内の場合でさえ、勤労者本人のみならず家族の生活にも変化を来たす。たとえば、報告

者らが1990年に行った［転勤と勤労者生活に関する調査］によれば、夫の新任地へ同行し

た有職妻は、職の≪?.<§-.ばかりか、孤^先での再就職も容易でない状況に追い込まれていた。

まして海外赴任となると、国内転勤の場合とは異なる問題に遭遇するであろう。しかし、

海外転勤について、企業や転勤者への調査は見受けるが、勤務者の家族を対象としたもの

は多くない。そこで、本研究では、さしあたり、マレーシアのクアラルンプールに駐在す

る勤労者の配偶者に対し、その生活と意識の実態把握を試みることにした。

　【方法】　1993年７月、当地で開催された第7回ARAHE会Iiへの参加を機に、知人を

介して得られた17入（年齢は20代が4名、30代9名、40代2名、50代２名。平ma歳。ま

た、同居の子供を持つ者はll名）に対し、面接調査を行った。聞き取り項目は、基本属性

のほか、駐在年数、転居を決めた理由と経緯(f上事の処mを含む）ヽ日常生活の変化、夫

婦・親子関係の変化、現在の悩みや閑り事、海外駐在の長所と短所、将来の見通しなど。

　【結果】　ｍ転居に際して仕事を辞めた者は目名いた（駐在昌の妻には労働許可が与えら

れない）。(2)家事や育児をメイドに任せてスポーツや趣味を楽しむ者が大多数であり、当

而の駐在生活に肯定的な対応姿勢が目立った。(3)悩みや困り事の内容は、学齢期の子供の

有無によって異なっており、中学生の子を持つヶ－スでは、進学先高校の選択が、子供自

身の、日本人としてのアイデンティティの保持にも関わ乙重大間題と認識されていた。

女|生の資格と仕事に関する一考察

　　一消費生活アドバイザーを事例として一
　野城　尚代（日本女大）

　目的　通商産業大臣認定の消費生活アドバイザーを事例として、資格が女|生の仕事（再

就職やキャリア形成）に関してどのような影響をおよぼしているのか、資格と仕事の関わ
りについて考察する。消費生活アドバイザーを事例とした理由は、資格取得後専業主婦か

ら専門的職種への再就職に有利とされているからであり、また、企業に在職しながら取得

しキャリアに生かしていく女|生もみられるからである。
　方法　平成元年度認定の第９期消費生活アドバイザーの男女を対象に、平成７年７月２

８日から８月11日にかけて、郵送による質問紙法でアンケート調査を行った。配布数３

1 2票で回収率５ 6. 4%、うち男性50票（28. 4%）、女1生126票（7 1. 6％）
である。男性には仕事上の形式的な変化はあまりみられなかったことから、本報告では女
性について、資格取得後の仕事上の変化を中心に分析した。

　結果　資格取得後の現在の勤務先をみると、百貨店・スーパーを主とする卸売･小売業、

サービス業、家電・家印＼]品を主とする製造業、公務に集［川
均勤続年数は6. 8年である。資格取得理由力戈「再就職に有利だから」という女|生は４割
であった。仕事上の変化があった女|生のうち、初回の変化で①資格が有利となった②就職
等の情報を日本産業協会から得た、という女l生は約４割である。消費生活アドバイザーの

資格は、正社員の昇進や昇格など人事考課に概して直接には反映しないが、パー一卜や嘱託

等としての再就職や仕事の専門的職種への変換には有効である。

95


